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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【人件費】　人件費に係る経常収支比率は、平成19年度において33.3％と類似団体平均と比較してやや高い水
準にある。高水準の要因としては、福祉や教育等で専門職を多く雇用していることが挙げられるが、集中改革プ
ランにおける定員削減計画を上回るペースで人員削減が進んでいるため、今後も計画を見直しながら人員削
減に努めることにより、人件費の減少を図る。
【物件費】　物件費に係る経常収支比率は、対前年度比では0.8ポイント減少しており、類似団体平均と比較して
3.8ポイント下回っている。臨時職員の賃金や役務費等は類似団体平均と比べると高い水準にあり、今後、指定
管理委託など民間委託を推進し人件費の抑制を図ることから、物件費に関しては上昇が見込まれる。
【扶助費】　扶助費に係る経常収支比率は、類似団体平均と比較して4.4ポイント下回っているが、対前年度比
では年々増加傾向にある。国の制度改正等により増減の影響を受けやすい性質のものであるが、削減が可能
な部分については抑制を図っていく。
【公債費】　公債費に係る経常収支比率は、類似団体平均と比較して1.8ポイント上回っており、過去5年間の推
移を見ると近年は上昇傾向にある。今後も選択と集中による重点的な投資を行っていく。
【補助費等】　補助費等に係る経常収支比率は、類似団体平均と比較して5.3ポイント下回っており、今後も市単
独補助金に関しては、事業内容、対象団体の決算状況、補助金交付に係る行政効果等を勘案する中で、事業
ごとに見直しを進めていく。
【その他】　その他に係る経常収支比率は、類似団体平均と比較して1.3ポイント下回っているが、特別会計へ
の繰出金に関しては、本来の独立採算制の観点からも段階的な料金の見直しや保険事業における保険料の
適正化を図るなどにより、税収を主な財源とする普通会計の負担額を減らしていくよう努める。
【普通建設事業費】　普通建設事業費の人口1人当たり決算額は、前年度と比較して増加しており、類似団体平
均を上回っている。今後も街路事業や教育施設建設、公共施設の耐震化事業等、大型事業が順次控えている
ことから高水準で推移することが見込まれるが、事業の取捨選択により普通建設事業費の抑制に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 7,936,669 70,523 67,316 4.8
賃金（物件費） 625,058 5,554 3,500 58.7
一部事務組合負担金（補助費等） 44,877 399 2,544 ▲ 84.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 378 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 506,335 4,499 2,675 68.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 123,099 1,094 888 23.2
▲退職金 ▲ 1,187,724 ▲ 10,554 ▲ 8,419 25.4
合計 8,048,314 71,515 68,883 3.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.03 6.68 0.35
ラスパイレス指数 99.6 99.8 ▲ 0.2
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

2,536,388 22,538 24,202 ▲ 6.9

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 30 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 858,022 7,624 7,360 3.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

83,533 742 1,878 ▲ 60.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

10,648 95 930 ▲ 89.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 7 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,068,645 ▲ 18,381 ▲ 21,058 ▲ 12.7

合計 1,419,946 12,617 13,349 ▲ 5.5
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 静岡県 三島市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

3,730,248 33,393 ▲ 40.6 45,284 ▲ 18.8 ▲ 21.8

うち単独分 2,752,272 24,638 ▲ 25.4 30,802 ▲ 15.3 ▲ 10.1

4,140,244 36,924 10.6 41,603 ▲ 8.1 18.7

うち単独分 2,707,873 24,149 ▲ 2.0 28,359 ▲ 7.9 5.9

3,609,377 32,114 ▲ 13.0 49,949 20.1 ▲ 33.1

うち単独分 2,374,486 21,127 ▲ 12.5 32,471 14.5 ▲ 27.0

3,708,343 32,980 2.7 34,575 ▲ 30.8 33.5

うち単独分 2,744,687 24,410 15.5 20,711 ▲ 36.2 51.7

4,469,382 39,714 20.4 34,382 ▲ 0.6 21.0

うち単独分 2,708,823 24,070 ▲ 1.4 19,677 ▲ 5.0 3.6

過去５年間平均 3,931,519 35,025 ▲ 4.0 41,159 ▲ 7.6 3.6

うち単独分 2,657,628 23,679 ▲ 5.2 26,404 ▲ 10.0 4.8

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H18

H19

H15

H16

H17

人口1人当たり決算額の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H15 H16 H17 H18 H19

（円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 静岡県 三島市

当該団体値 類似団体平均値


